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Ａ．研究目的 
National Clinical Database（NCD）は外科

系の専門医制度と連携した手術症例登録デー
タベースとして日本外科学会を基盤とする外
科系臨床学会が連携して 2010 年に設立され
た。現在に至るまで参加学会の増加や臓器が
ん登録との連携を進め，大規模データベース
として発展を続けている。 
現在，NCD に参加している学会では，様々

な研究が行われているが，収集するデータや
データの取り扱いなどに対する考え方などは
必ずしも学会間で一致しているわけではない
。 
NCD を基盤とした臓器がん登録，がん研究

体制を確立し，発展させるためには，実際の
臨床現場で登録を担当する医師あるいは事務
職員の負担を可能な限り軽減できるような工
夫や方向性の検討が必要と考えられる。 
 
Ｂ．研究方法 
本研究では，各学会が NCD データを利用し

て行っている研究の成果，課題について確認
し，問題点，各学会の取り組みを推進するた
めの方策を検討する。 
 
（倫理面への配慮） 
 特になし 

 
Ｃ．研究結果             

NCDデータ利用研究として日本消化器外科
学会が 58課題（2013 年 8課題，2014 年 8課
題，2015 年 6 課題，2016 年 7課題，2017 年
7 課題，2018 年 12 課題，2019 年 10 課題），
日本心臓血管外科手術データベースが 23 課

題（2014 年 10 課題，2015 年 5 課題，2016
年 4 課題，2017 年 4 課題），日本小児外科
学会が 2 課題（2016 年 1 課題，2018 年 1 課
題），日本呼吸器外科学会が 2課題，日本指
欠陥インターベンション治療学会が 3 課題
（2016 年 3課題）を実施していることが NCD
ホ ー ム ペ ー ジ で 公 開 さ れ て い る 。
（http://www.ncd.or.jp/press/2018/12/27
/83） 
NCDの調査項目にデータを追加して実施す

る前向き研究としても，日本内視鏡外科学会
（日本消化器外科学会）を中心とした「腹腔
鏡下胃切除術の安全性に関する検討」などい
くつかの研究が行われており，後ろ向き研究
から見出された成果が前向きに確認されて
いた。 
各施設での倫理審査手続き，学会単位での

NCD との調整，データ収集規模（施設数，期
間，項目数など）が課題であった。 

 
Ｄ．考察               

現状では NCD によるデータ収集は研究利
用を目的としたものではなく，質の評価を通
して臨床現場の治療成績向上に向けた取り
組み支援などが利用目的の中心である。 
がん登録データなどを用いて探索的な検

討をするためには，収集したデータの取り扱
いや DPC など他の大規模データベースとの
比較などが有効かもしれない。 
一方，全国がん登録も研究を目的としたデ

ータ収集ではないため，せっかくの悉皆性を
備えた予後データを研究と組み合わせて利
用できないという問題を抱えている。 
データ収集は重要ではあるものの，臨床現

研究要旨（特定課題臨床研究時の症例登録に関する基本必須事項とその体制に
関する研究－第三者機関NCDとの共同研究の視点から－） 
National Clinical Database（NCD）は設立から10年が経過し，大規模データ

ベースとして発展を続けている。NCDデータを利用した研究の成果，課題につい
て確認し，問題点，今後の方策について検討した。各学会との良好な連携を通
して，NCDデータを用いた研究は順調に発展しており，前向き研究や臓器がん登
録データを用いた研究にも展開しつつある。各学会が情報を共有し，データ収
集法の集約と個別化を進めてていくことが，臨床現場への負荷軽減を通じてが
ん研究の発展に重要であると考えられる。 
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場への負荷増大はできるだけ避ける必要が
あり，そのためにはデータベース側でのデー
タ共有，統合に向けた取り組みが欠かせない。 
種々の目的で収集された大規模データを

効率よく統合して活用するための枠組みを
作る必要があり，NCD はその候補の一つとな
りうると考えられる。個人情報の取り扱いに
関する法整備なども含めた対策が望まれる。 

 
Ｅ．結論 
NCD データを用いた研究は順調に発展して

おり，前向き研究や臓器がん登録データを用
いた研究にも展開しつつある。各学会が情報
を共有し，データ収集法の集約と個別化を進
めてていくことが，臨床現場への負荷軽減を
通じてがん研究の発展に重要であると考えら
れる。 
 
Ｆ．健康危険情報  
 特になし 
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